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高齢化の進展

現在、中国の高齢者人口(65 歳以上の人口)

は約 1 億 1,000 万人で、⾼齢化率(総人口に占

める65歳以上の者の割合)は 8.2％です。日本

の高齢者人口は2,980万⼈、⾼齢化率は23.3％

ですので、中国は高齢者大国、日本は高齢化先

進国と言えます。また、中国は、一人っ子政策

を実施しているため高齢化が急速で、2050 年

には高齢者人口が3億 3,000万⼈（⾼齢化率：

26％）になるとみられており、世界一の高齢化

大国になると言われています。

中国の高齢化の特徴は、世界一の人口を背景

にしていること、高齢化が急速なことに加え、

⽼⼈の⾼齢化(80 歳以上の⾼齢者の⽐率が⾼く

なる)などです。

一人っ子世代が現役の現在、一般的な家庭で

は、夫婦2人で双⽅の⽗⺟ 4 人と子供 1人を扶

養していますが、平均すると、現役世代 9.1 人

で 1人の高齢者を支えています。これが、2050

年には2.4人で一人を支えなければならなくな

ります。日本では介護保険をはじめ、高齢者を

支援する社会制度が整えられていますが、中国

では⾼齢者の社会保障制度が⼗分整っておらず、

家庭や地域の負担が大きいようです。

政府の取り組み

そこで中国政府は、2011年〜2015 年の第

12次 5か年計画において、社会養⽼サービス

に関する計画を⽴てました。現状の問題点とし

て、社会養⽼保険制度の不備、公共⾼齢者サー

ビス施設やサービスネットワーク構築の遅れ、

⾼齢者サービス産業の不備などを掲げ、社会養

⽼保障体系及び⾼齢者基本医療保障体系の健全

化、養⽼サービスの構築、サービス技術の向上、

⾼齢者社会管理の強化になどに取り組んでいま

す。

こうした分野では先進国が高齢化先進国とし

て経験やノウハウを有していることから、中国

では、⽼⼈ホームなど養⽼サービス機構への外

資の参入を奨励しています。今のところ、養⽼

サービス機構の設⽴は中国側との合弁⼜は合作

でなければなりませんが、企業所得税をはじめ

とする諸税の免除や地域ごとの財政補填などの

優遇政策を打ち出して参入を促しており、既に

日系企業が富裕層を対象とした⾼級⽼⼈ホーム

を開設したり、デイサービス提供、介護に関す

る人材育成などの事業に取り組んでいます。

新たなビジネスチャンス

中国では、憲法で成年⼦⼥の⽗⺟に対する扶

養扶助義務を規定（※）しているものの、現代

社会ではその義務を果たすのは難しく、今後は

有料サービスと社会保障への依存がますます高

まるでしょう。

現段階では⾼齢者向け有料サービスを受けら

れるのは高所得者層に限定されますが、今後、

中国政府の進める⾼齢者社会保障制度の整備に

伴い、サービス利⽤者の裾野が広がり、新たに

大きな市場が形成されるものと期待されます。

日本企業にとっても、これまで日本で培った



高齢者介護サービス等を中国で展開する大きな

チャンスが到来しているのではないでしょうか。

※ 中華⼈⺠共和国憲法 第 49 条

⽗⺟は未成年の⼦⼥を扶養し教育する義務を有し、

成年⼦⼥は⽗⺟を扶養扶助する義務を有する。
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